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函館市企業局経営懇話会設置要綱

（設置）
第１条 函館市企業局の経営等に関し，適正かつ合理的な運営を行い，

健全な経営を図るために広く各界各層の市民からの意見を求めること
を目的として，函館市企業局経営懇話会（以下「懇話会」という。）
を設置する。
（所掌事項）

第２条 懇話会は，次の各号に掲げる事項を調査検討する。
(1) 事業運営に係る重要な課題，方針および施策に関すること
(2) 事業計画等の評価に関すること
(3) 料金等に関すること
(4) その他必要な事項

２ 懇話会は，前項各号に掲げる事項に関し，自ら調査検討して，企業
局長に提言することができる。
（組織）

第３条 懇話会は，委員１６人以内をもって組織する。
（委員および任期等）

第４条 委員は，次の各号に掲げる者で構成し，企業局長が決定する。
(1) 学識経験のある者
(2) 市民福祉団体に属する者
(3) 産業経済団体に属する者
(4) 一般公募による者

２ 委員の任期は，２年以内とする。ただし，委員が欠けた場合におけ
る補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

３ 委員は，再任されることができる。
（会長および副会長）

第５条 懇話会に会長１人および副会長２人を置く。
２ 会長および副会長は，委員の互選により定める。
３ 会長は，懇話会を代表し，会務を総理する。
４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，あらかじめ会

長が指定する副会長が，その職務を代理する。
（会議）

第６条 会議は，会長が招集する。
２ 会長は，会議の議長を務める。
３ 会長は，必要があると認めるときは，会議に関係者の出席を求め，

その意見または説明を聴くことができる。
（分科会）

第７条 懇話会に，専門の事項を調査検討するため必要があるときは，
分科会を置くことができる。
（庶務）

第８条 懇話会の庶務は，企業局管理部経営企画課において処理する。
（補則）

第９条 この要綱に定めるもののほか，懇話会の運営に関し必要な事項
は，会長が懇話会に諮って定める。

附 則
この要綱は，平成１２年５月１５日から施行する。

附 則
この要綱は，平成１４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成１８年５月３０日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２４年６月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成３０年６月１日から施行する。
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令和４年度 企業局の組織と主な業務について

※ R4.4.11現在の職員数＝256名（企業局長，再任用短時間勤務職員，会計年度任用職員，嘱託職員を除く）公営企業管理者（企業局長）

［ 主 な 業 務 内 容 ］

管理部 総務課 庶務担当
庁舎・車両管理
災害対策
人事・労務・給与・研修

57名 防災・業務連携担当

経営企画課

経理課 経理担当
予算・決算
公金の出納・保管
入札・契約

物品契約担当

工事・委託契約担当

量水器担当

調定（水道等）担当

調定（下水道等）担当

調定（普及促進等）担当

職員担当

行財政改革担当

収納・滞納整理担当 収納担当
水道料金・下水道使用料等の
納付・相談，督促，催告，停水

滞納整理担当

停水担当

料金課 定期検針担当 転居等による水道の使用開始・中止
水道の使用水量の計量および認定
水道メーターの維持管理
水道料金・下水道使用料の決定
水洗化改造資金の貸付
下水道事業受益者負担金の手続

再調査担当

上下水道部 業務課 用地管理担当
下水道使用等の許可
給排水工事の受付・相談
給排水工事業者の指定等
給排水工事の審査・検査
特定事業場から排出される下水の
水質規制・水質指導

116名 開発行為担当

マッピングシステム担当

給排水指導担当

給排水検査担当

水質指導担当

管路整備室 計画・管路担当 計画担当
上下水道の事業計画
配水管工事の設計・施工
下水道管工事の設計・施工

水道管路設計担当

下水道管渠設計担当

維持管理担当 水道管路等維持担当
水道管・下水道管の維持管理
温泉供給の管理
公共桝の設置
分流改造工事

温泉等担当

温泉等担当 下水道管渠維持担当

下水道設備担当

浄水課 赤川浄水担当
貯水池，浄水場の維持管理
水源林の維持管理
水道施設工事の設計・施工
水道水の水質検査・水質管理
水力発電所の維持管理

水源林担当

水道施設設計担当

旭岡浄水担当

水質検査担当

水質信頼性保証担当

終末処理場 水処理施設担当
処理場・ポンプ場施設の維持管理
下水の水質管理
処理場・ポンプ場工事の設計・施工
汚泥等の有効利用

汚泥処理施設担当

ポンプ場施設担当

下水道施設設計担当

水質管理担当

電路担当

交通部 安全推進課 安全推進担当 安全管理体制の確立

83名
事業課 営業担当 電車の利用促進の企画

運行・運行管理電車担当

施設課 線路担当 軌道施設の維持管理
電線路の維持管理
電車車両の維持管理

経営計画・重要施策等の調整，進行
管理
広報・経営懇話会

車両担当

電車乗務員養成所 乗務員の養成・研修
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事業の概要について

 本市の水道事業は，明治21年に創設事業に着手し，翌22年から給水を開始していま

す。その後，人口増加や生活水準の向上，産業経済の発展などによる水需要の増加に 

合わせ６回の拡張事業を行い，水源の確保や浄水場等の水道施設の整備を進めるとと 

もに，水源かん養保安林の整備・育成などにより水源域の環境保全に取り組んできま 

した。 

 平成16年の市町村合併に伴い，旧４町村（東部地域）の簡易水道事業を引継ぎ，令

和３年には函館市水道事業と簡易水道事業の事業統合を行い，令和３年度末では，給水

人口253,048人に一日平均 90,738立方メートルの水を供給しています。 

 温泉事業は，温泉井（源泉）を６本（通常時利用井４本）所有しており，令和３年 

度末では，湯川地区のホテルや旅館など 90件に一日3,389立方メートルの温泉を供 

給しています。 

 また，売電事業については，環境負荷の低減および安定的な売電収入の確保を図る 

ため，平成26年度から27年度にかけて，再生可能エネルギーを有効利用する小水力発

電設備（最大出力 199kW）を赤川高区浄水場内に整備し，平成28年10月から発電を開

始しています。 

 現在は，管路施設や浄水施設の更新を進めており，令和３年度には赤川高区浄水場の

新ろ過池棟の供用を開始したほか，令和５年度からは旭岡系配水本管の更新事業を進め

る予定です。 

今後も，水道施設の更新を計画的かつ効果的に進めてまいります。 

ア 水道事業

函館の水道 

水 道 事 業 

温 泉 事 業 

売 電 事 業 

計画給水人口が101人以上の事業

（旧函館地域および東部地域）

ホテルや旅館等に温泉を供給する事業（湯川地区）

平成26年度から水道事業の附帯事業

自ら発電した電力を電力会社に卸売する事業 

平成26年度から水道事業の附帯事業

簡易水道事業 

水道事業のうち特に計画給水人口が5,000人以下の事業 

（事業統合前の東部地域（事業統合に伴い廃止））
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 本市の下水道事業は，昭和23年に事業認可を受け，浸水対策を重点とした合流式に

よる管渠の整備を進め，昭和46年には市街化区域全域を対象とした公共下水道計画を

策定しました。その後の急速な都市化の進展を背景に，昭和55年には北海道が事業主

体となり，函館市北部の一部区域と周辺３町（現北斗市と七飯町）の汚水を処理す 

る函館湾流域下水道事業計画を定め，市街地を貫流する亀田川を境に南側の単独公共 

下水道を南処理区とし，北側の流域関連公共下水道を函館湾処理区として整備を進め 

てきました。 

 平成16年の市町村合併に伴い，旧戸井町の特定環境保全公共下水道の事業を引き継

ぎ，令和３年度末では，処理区域内人口223,634人であり，一日平均95,361立方メー 

トルの汚水を処理しています。

現在は，管路施設やポンプ場・処理場施設の更新を計画的かつ効果的に進めているほ

か，浸水対策として，これまでに大雨で被害のあった地域を優先的に，雨水管の整備を

実施しております。 

イ 下水道事業

函館の下水道 

函館市公共下水道事業 

単独公共下水道 

特定環境保全公共下水道 

函館湾流域下水道事業 

主に市街地の下水を排除・処理するため，市町村が管理する下水道（主に函館市南東部）

公共下水道のうち農山漁村部の中心集落など市街地以外で設置される下水道（戸井地区）

函館湾流域下水道へ接続し，下水の処理をする市町村が管理する下水道（主に函館市北西部）

函館市の一部・北斗市・七飯町の公共下水道の下水を受けて排除・処理するため北海道が管理する下水道

流域関連公共下水道 

6



函
館
湾
1号

幹
線

凡
　

　
　

　
　

例

平
成

2
2
年

度
以

前
施

工
済

み

平
成

2
3
年

度
施

工
見

込
み

平
成

2
4
年

度
施

工
要

望

平
成

2
5
年

度
施

工
予

定

全
体

計
画

（
Ｈ

2
6
～

）

※
既

設
管

に
つ

い
て

は
令

和
元

年
度

末
現

在

函 　 館 　 市 　 企 　 業 　 局

1：
2
0
,
0
0
0

0
5
0
0

1
,
0
0
0

1
,
5
0
0

2
,
0
0
0
m

１
 
金
堀
雨
水
貯
留
管
新
設
工
事

　
 
　
ポ
ン
プ
棟
(
土
木
建
築
)

　
 
　
H
2
2
.
6
～
H
2
5
.
3

２
 
金
堀
雨
水
貯
留
管
新
設
工
事

　
 
　
φ
3
,
0
0
0
m
m
 
L
=
2
8
0
m
(
推
進
)
　
H
2
4
.
7
～
H
2
6
.
3

南
部
下
水
終
末
処
理
場
　
汚
水
処
理
施
設

　
　
２
系
反
応
タ
ン
ク
攪
拌
機
工
事
　
H
2
3
.
9
～
H
2
4
.
3

１ 　
　
処
理
棟
現
場
操
作
盤
工
事
　
H
2
3
.
9
～
H
2
4
.
3

1
3
 
神
山
１
－
１
０
号
汚
水
補
助
幹
線
新
設
工
事

　
 
φ
2
0
0
m
m
 
L
=
7
0
m
(
開
削
)
　
H
2
4
.
6
～
H
2
4
.
9

２

住
吉
ポ
ン
プ
場

南
部
下
水
終
末
処
理
場
　
汚
泥
処
理
施
設

　
　
消
化
ガ
ス
脱
硫
設
備
工
事
　
H
2
4
.
6
～
H
2
5
.
3

６ 　
　
ガ
ス
ホ
ル
ダ
設
備
工
事
　
H
2
4
.
6
～
H
2
5
.
3

　
　
計
測
設
備
工
事
　
H
2
4
.
1
0
～
H
2
5
.
3

９
 
沈
砂
池
設
備
工
事
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
H
2
4
.
7
～
H
2
5
.
3

大
手
ポ
ン
プ
場

８

７ 1
0

12
 き

ょ
う

雑
物

除
去

装
置

新
設

工
事

　
　
 　

 3
箇
所
　
H2
4.
10
～
H2
5.
1　

令
和
３
年
度
迄
施
工
済

処
理
区
界

凡
　
　
例

事
業
計
画
区
域
(
汚
水
)

函
館
市
公
共
下
水
道

南
処
理
区

函
館
市
流
域
関
連
公
共
下
水
道

函
館
湾
処
理
区

南
処
理
区

亀
田

川

函
館

市
公

共
下

水
道

整
備

区
域

図

住
吉
ポ
ン
プ
場

大
手
ポ
ン
プ
場

湯
川
ポ
ン
プ
場

Ｐ

Ｐ

宇
賀
浦
中
継
ポ
ン
プ
場

Ｐ

Ｐ

志
海
苔
ポ
ン
プ
場

Ｐ

港
ポ
ン
プ
場

Ｐ

Ｔ

南
部
下
水
終
末
処
理
場

  
(汚

水
処
理
施
設
)

南
部
下
水
終
末
処
理
場

  
(汚

泥
処
理
施
設
)

Ｔ

Ｔ

函
館
湾
浄
化
セ
ン
タ
ー

7



凡
　
　
例
 

旧
市
町
村
界

 

事
業
計
画
区
域
(汚

水
) 

令
和
３
年
度
迄
施
工
済
 

函
館

市
特

定
環

境
保

全
公

共
下

水
道

整
備
区
域
図

Ｎ

8



Ｔ
Ｐ

函
館
湾
４
号
幹
線

函
館
湾
浄
化
セ
ン
タ
ー

函
館
湾
３
号
幹
線

放
流
幹
線

北
斗
ポ
ン
プ
場
 函

館
湾
１
号
幹
線

函
　
館
　
湾

函
館
湾
処
理
区

北
斗
市
流
域
関
連
 

　
公
共
下
水
道
 

七
飯
町
流
域
関
連

　
公
共
下
水
道

南
処
理
区

函
館
市
単
独
公
共
下
水
道

北
　

斗
　

市
 

七
　

飯
　

町 函
　

館
　

市

函
館
市

流
域
関
連

公
共
下
水
道

函
館
湾
２
号
幹
線

Ｎ

凡
　

例

行
政
区
域

全
体
計
画

事
業
計
画

幹
　
　
線

函
館

湾
流

域
下

水
道

計
画

図

9



 函館市の市電は，明治30年に北海道で初めての馬車鉄道として，当時の「亀函（きか

ん）馬車鉄道株式会社」により開業された後，大正２年６月に電化され，東京以北で最初

に路面電車として運行を開始しました。 

 事業のピークである昭和39年には，最大12系統，営業路線17.7キロメートル，一日あ

たりの乗客数は135,188人にまで達しましたが，昭和40年代からは，急激な自家用車の普

及，住民の市周辺部や近隣自治体への移動のほか，少子化による人口減少などにより利用

者が減少し，これらに伴う廃線により，営業路線は最盛期の６割ほどに縮小となるなど，

交通事業を取り巻く環境は厳しいものとなりました。 

 このため，平成12年以降は，市営バスの廃止と市電の公営維持の函館市方針に基づき，

２次に渡る経営計画に沿って事業運営を進め，この結果，大きな課題であった市営バス廃

止に伴う累積資金不足額を平成26年度に解消することができました。また，累積資金不足

額を解消した後も，今後の交通事業を安定的に事業経営させるための方向性や，具体的な

取組を示すため，平成29年度から10カ年の「函館市交通事業経営ビジョン」を策定し，

様々な取組を進めているところです。 

 近年，市電は「人と環境に優しい公共交通機関」としてだけではなく，賑わいのある都

市空間の創造に貢献する役割も担っていると認識されているところであり，現在は，新型

コロナウイルス感染症の感染防止対策を実施しながら，利用者の皆様が安心して市電を利

用していただけるよう努めており，今後も引き続き安全で快適な公共交通機関として最善

を尽くしてまいります。

ウ 交通事業

乗車人員（人）  乗車料金収入（千円・税抜）  

定期外 定 期 計 定期外 定 期 計 

2,740,812   733,971 3,474,783 480,107  92,537 572,644 

■令和３年度の乗車人員と料金収入

区分 
営業路線

(km) 

運 転 

系統数 

車両数 
営業所数  停留場数 

客車 除雪車 装飾車 合計 

電車 10.9 2 32 2 3 37 1 26 

■主な施設

区  分 

料  金 （円） 

備  考 
2kmまで 4kmまで 7kmまで 

7kmを 

超えた場合 

普通料金 
大人 210 230 250 260 市電専用１日券 

大人 600円 
小児 300円 小児 110 120 130 130 

■乗車料金（令和元年１０月１日改定）
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億円 億円

その他（下水道使用料

　徴収経費負担金ほか） その他

2.8 億円 億円

減価償却費

一般会計繰入金 14.7 億円 企業債償還金

0.5 億円 消費税等相当額 11.1 億円

0.4 億円

資産減耗費ほか

長期前受金戻入 0.5 億円

2.1 億円

その他（工事補償金ほか）

売電収入 支払利息 1.2 億円

0.6 億円 2.3 億円

物件費 一般会計繰入金 建設改良費

億円 0.5 億円 26.6 億円

0.7 億円

退職給付費

水道料金 0.8 億円 企業債

42.0 億円 18.5 億円

人件費

8.3 億円

　収益的収入合計 　資本的収入合計

　収益的支出合計 　資本的支出合計

　差 引(A) 　差 引(B)

（純　　利　　益 ）

　損益勘定留保資金 (C)

前年度末財源残額  (D)

当年度財源過不足額(E=A+B+C)

当年度末財源残額  (F=D+E)

15.6

令和２(2020)年度企業局各会計決算の概要について
水 道 事 業 会 計

4.5億円

2.3億円

33.3億円

13.3億円

33.0億円

0.3億円

△17.5億円

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

48.7億円 20.2億円

温泉供給料金 17.2

44.2億円 37.7億円

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

収⼊ ⽀出
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

収⼊ ⽀出

経営ビジョンとの比較

（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

貸　借　対　照　表 令和3(2021)年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

固定資産 固定負債

　水道事業有形固定資産 　企 業 債

　　水道事業有形固定資産 　退職給付引当金

　　減価償却累計額

　温泉事業有形固定資産 流動負債

　　温泉事業有形固定資産 　企 業 債

　　減価償却累計額 　未 払 金

　売電事業有形固定資産 　賞与・法定福利費引当金

　　売電事業有形固定資産 　そ の 他（預り金等）

　　減価償却累計額

　投資その他の資産 繰延収益

　　投資有価証券 　長期前受金

　　出 資 金 　収益化累計額

流動資産 負 債 合 計

　現 金 預 金

　未 収 金 （資本の部）

資本金

剰余金

　資本剰余金

　利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

区分
Ｒ２経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｒ２決算
（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

収
益
的
収
支

水 道 料 金 4,213 4,204 △ 9
温 泉 供 給 料 金

一 般 会 計 繰 入 金 42 52 10
長 期 前 受 金 戻 入 180 211 31

83 67 △ 16
売 電 収 入 56 56 0

人 件 費 838 835 △ 3
退 職 給 付 費 77 79 2

その他(下水道使用料徴収経費負担金ほか) 297 284 △ 13
収 入 計 4,872 4,874 2

そ の 他 1,466 1,559 93
減 価 償 却 費 1,466 1,466 0

物 件 費 1,784 1,722 △ 62
支 払 利 息 245 230 △ 15

支 出 計 4,410 4,425 15
損 益 461 449 △ 12

消 費 税 等 相 当 額 41 41
資 産 減 耗 費 ほ か 52 52

46 46 0
そ の 他 ( 工 事 補 償 金 ) 54 125 71資

本
的
収
支

企 業 債 2,989 1,854 △ 1,135
国 庫 補 助 金 0
一 般 会 計 繰 入 金

企 業 債 償 還 金 1,113 1,115 2
そ の 他 0

収 入 計 3,088 2,025 △ 1,063
建 設 改 良 費 3,846 2,658 △ 1,188

補 て ん 財 源 1,349 1,327 △ 22
当 年 度 財 源 過 不 足 額 △ 61 28 89

支 出 計 4,959 3,773 △ 1,186
資 本 的 収 支 不 足 額 △ 1,871 △ 1,748 123

千円 千円

30,894,745 17,565,886

30,174,215 16,415,229

当 年 度 累 積 財 源 残 額 2,752 3,325 573
当 年 度 末 企 業 債 残 高 20,848 17,568 △ 3,280

△ 324,381 1,086,941

452,647

74,640

△ 114,192

31,670

64,481,979 1,150,657

△ 34,307,764

377,784 2,346,238

702,165 1,152,987

4,511,066

338,455

2,235,767

12,214,632

35,405,811 35,405,811

9,724,073

2,490,559

254,792

2,235,767

△ 4,607,226

3,924,281

23,191,179

586,785

4,291

1,000

3,279,055

3,291

7,886,281

12



億円 億円

その他

（し尿処理受託代金ほか） その他

0.8 億円 億円 その他（長期貸付金）

0.1 億円

減価償却費

長期前受金戻入 36.0 億円

21.9 億円 消費税等相当額 その他（工事補償金ほか）

1.5 億円 0.2 億円

資産減耗費ほか

国庫補助金 0.2 億円

0.2 億円 一般会計繰入金

支払利息 6.7 億円 42.5 億円

7.3 億円

一般会計繰入金

億円 物件費 国庫補助金

億円 3.5 億円

下水道使用料 退職給付費

44.7 億円 0.4 億円 企業債

24.8 億円 建設改良費

人件費 18.8 億円

3.2 億円

　収益的収入合計 　資本的収入合計

　収益的支出合計 　資本的支出合計

　差 引(A) 　差 引(B)

（純　　利　　益 ）

　損益勘定留保資金 (C)

前年度末財源残額  (D)

当年度財源過不足額(E=A+B+C)

当年度末財源残額  (F=D+E)

61.4億円

11.6億円 △26.2億円

10.4億円

14.4億円

令和２(2020)年度企業局各会計決算の概要について
公共下水道事業会計

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

79.6億円 35.2億円

企業債償還金

△0.2億円

12.0

37.7

19.4

21.4億円

68.0億円

21.6億円

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

収⼊ ⽀出
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

収⼊ ⽀出

経営ビジョンとの比較

（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

貸　借　対　照　表 令和3(2021)年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

固定資産 固定負債

　有形固定資産 　企 業 債

　　有形固定資産 　退職給付引当金

　　減価償却累計額

　無形固定資産 流動負債

　投資その他の資産 　企 業 債

　未 払 金

流動資産 　賞与・法定福利費引当金

　現 金 預 金 　そ の 他（預り金等）

　未 収 金

　短期貸付金 繰延収益

　他会計保管下水道使用料 　長期前受金

　収益化累計額

負 債 合 計

（資本の部）

資本金

剰余金

　資本剰余金

　利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

1,173 1,199 26

長 期 前 受 金 戻 入 2,068 2,184 116

区分
Ｒ２経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｒ２決算
（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

収
益
的
収
支

下 水 道 使 用 料 4,497 4,470 △ 27

一 般 会 計 繰 入 金

人 件 費 337 320 △ 17

退 職 給 付 費 47 39 △ 8

その他(し尿処理受託代金ほか) 78 103 25
収 入 計 7,817 7,956 139

そ の 他 3,813 3,771 △ 42

減 価 償 却 費 3,605 3,624 19

物 件 費 1,888 1,941 53

支 払 利 息 790 730 △ 60

支 出 計 6,874 6,801 △ 73

損 益 942 1,155 213

消 費 税 等 相 当 額 170 146 △ 24

資 産 減 耗 費 ほ か 38 1 △ 37

737 672 △ 65

その他(工事補償金ほか) 53 23 △ 30資
本
的
収
支

企 業 債 2,201 2,481 280

国 庫 補 助 金 515 349 △ 166
一 般 会 計 繰 入 金

企 業 債 償 還 金 4,251 4,250 △ 1
そ の 他 ( 長 期 貸 付 金 ) 13 5 △ 8

収 入 計 3,506 3,525 19

建 設 改 良 費 1,826 1,883 57

補 て ん 財 源 1,591 1,437 △ 154
当 年 度 財 源 過 不 足 額 △ 51 △ 21 30

支 出 計 6,090 6,138 48

資 本 的 収 支 不 足 額 △ 2,584 △ 2,613 △ 29

千円 千円

96,825,570 45,314,043

94,533,413 44,906,335

当 年 度 累 積 財 源 残 額 1,811 2,142 331

当 年 度 末 企 業 債 残 高 48,670 49,166 496

940,703

3,113,547 27,149

1,885

423,686

178,061,258 407,708

△ 83,527,845

2,278,439 5,229,723

13,718 4,259,986

99,939,117 99,939,117

2,660,280

5,339,151

4,492,317

1,288,334

3,203,983

3,203,983

9,831,468

90,107,649

9,552 39,563,883

20,029 86,682,305

△ 47,118,422
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億円 億円

その他

3.1 億円

減価償却費

2.9 億円

資産減耗費ほか

0.2 億円

その他（広告料ほか）

0.6 億円

支払利息

長期前受金戻入 0.1 億円

0.8 億円 一般会計繰入金 1.5 億円

物件費 0.2 億円

4.9 億円

一般会計繰入金

3.6 億円 退職給付費 国庫補助金

0.4 億円 0.2 億円 4.0 億円

乗車料金収入

6.0 億円 人件費 企業債

6.1 億円 3.4 億円

　収益的収入合計 　資本的収入合計

　収益的支出合計 　資本的支出合計

　差 引(A) 　差 引(B)

（純　　損　　失 ）

　損益勘定留保資金 (C)

前年度末財源残額  (D)

当年度財源過不足額(E=A+B+C)

当年度末財源残額  (F=D+E)

4.8億円

△3.0億円

企業債償還金

建設改良費

1.8億円

令和２(2020)年度企業局各会計決算の概要について
交 通 事 業 会 計

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

11.0億円 3.8億円

2.3億円

14.6億円 5.5億円

△3.6億円 △1.7億円

3.9億円

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

収⼊ ⽀出
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

収⼊ ⽀出

経営ビジョンとの比較

（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

貸　借　対　照　表 令和3(2021)年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

固定資産 固定負債

　有形固定資産 　企 業 債

　　有形固定資産 　退職給付引当金

　　減価償却累計額

　投資その他の資産 流動負債

　企 業 債

流動資産 　未 払 金

　現 金 預 金 　前受収益

　未 収 金 　賞与・法定福利費引当金

　商　　品 　そ の 他（預り金等）

　貯 蔵 品

　前 払 金 繰延収益

　長期前受金

　収益化累計額

負 債 合 計

（資本の部）

資本金

剰余金

　欠損金

　　当年度未処理欠損金

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

368 354 △ 14
長 期 前 受 金 戻 入 98 84 △ 14

区分
Ｒ２経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｒ２決算
（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

収
益
的
収
支

乗 車 料 金 収 入 1,010 603 △ 407

一 般 会 計 繰 入 金

人 件 費 643 607 △ 36

退 職 給 付 費 42 39 △ 3

そ の 他 ( 広 告 料 ほ か ) 69 56 △ 13
収 入 計 1,544 1,097 △ 447

そ の 他 368 316 △ 52
減 価 償 却 費 321 295 △ 26

物 件 費 527 486 △ 41
支 払 利 息 12 8 △ 4

支 出 計 1,593 1,456 △ 137
損 益 △ 49 △ 359 △ 310

消 費 税 等 相 当 額 30 △ 30
資 産 減 耗 費 ほ か 17 21 4

資
本
的
収
支

企 業 債 313 344 31

国 庫 補 助 金 53 22 △ 31
一 般 会 計 繰 入 金

収 入 計 481 381 △ 100
建 設 改 良 費 488 399 △ 89

40 15 △ 25
その他(工事補償金ほか) 75 △ 75

支 出 計 642 552 △ 90
資 本 的 収 支 不 足 額 △ 160 △ 171 △ 11

企 業 債 償 還 金 153 153 0
そ の 他 0

当 年 度 累 積 財 源 残 額 472 179 △ 293
当 年 度 末 企 業 債 残 高 2,393 2,326 △ 67

補 て ん 財 源 260 230 △ 30

当 年 度 財 源 過 不 足 額 51 △ 300 △ 351

8,718,547 455,270

△ 5,604,257

242 304,617

178,547

千円 千円

3,114,532 2,602,447

3,114,290 2,147,177

78,765

8,4224,443

106,595

620,030300

2,821,713

63,096304,851

8,307114,748

46,245

△ 107,711

3,419,383 3,419,383

△ 2,201,683

3,527,094

382,657

△ 490,368

490,368

490,368
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業務の予定量

１ 0.8 ％減）
２ 1.3 ％増）
３ 1.3 ％増）
４ 1.6 ％減）
５ 1.3 ％減）
６

◯ 千円
赤川高区浄水場整備 式
配水管 ｍ

◯ 千円
供給管 ｍ

◯ 千円

その他 億円 その他 億円

徴収経費負担金ほか) 17.7 億円

2.5 億円 　減価償却費

16.2 億円

長期前受金戻入 　消費税等相当額

2.3 億円 0.9 億円 企業債償還金

　資産減耗費ほか 12.0 億円

一般会計繰入金 0.6 億円 その他(工事補償金)
0.4 億円

支払利息
1.1 億円

2.1 億円

売電収入
0.6 億円

物件費
18.1 億円

温泉供給料金 一般会計繰入金
0.9 億円

退職給付費
0.8 億円

建設改良費
1.1 億円 19.4 億円

水道料金
41.8 億円

人件費 企業債
8.1 億円 12.4 億円

　収益的収入合計 　資本的収入合計

　収益的支出合計 　資本的支出合計

　差 引(A) 　差 引(B)

（純　　損　　益 ）

　損益勘定留保資金(現金外費用等) (C)

前年度末財源残額  (D)

当年度財源過不足額(E=A+B+C)

当年度末財源残額  (F=D+E)

31.0億円

△0.1億円

30.9億円

水 道 事 業 会 計

令和４(2022)年度企業局各会計予算の概要について

△17.1億円

(下水道使用料

15.6億円

△0.2億円

1.4億円

47.1億円

48.5億円 14.3億円

31.4億円

（対前年度比

（対前年度比

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

（対前年度比

201,493

水道一日平均給水量
温 泉 一 日 供 給 量
年 間 販 売 電 力 量
主要な建設改良事業

1,463,680
3,730

87,300

kWh
㎥
㎥ （対前年度比

そ の 他

（対前年度比

水 道 事 業

温 泉 事 業

水 道 給 水 栓 数 129,103 栓
水 道 年 間 総 配 水 量 31,864,500 ㎥

1,720,161

20,460

一
6,999

451
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収⼊ ⽀出
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収⼊ ⽀出

経営ビジョンとの比較

（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

予　定　貸　借　対　照　表 令和5(2023)年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

固定資産 固定負債

　水道事業有形固定資産 　企 業 債

　　水道事業有形固定資産 　退職給付引当金

　　減価償却累計額

　温泉事業有形固定資産 流動負債

　　温泉事業有形固定資産 　企 業 債

　　減価償却累計額 　未 払 金

　売電事業有形固定資産 　賞与・法定福利費引当金

　　売電事業有形固定資産 　そ の 他（預り金等）

　　減価償却累計額

　投資その他の資産 繰延収益

　　投資有価証券 　長期前受金

　　出 資 金 　収益化累計額

流動資産 負 債 合 計

　現 金 預 金

　未 収 金 （資本の部）

　　未 収 金

　　貸倒引当金 資本金

剰余金

　資本剰余金

　利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

区分
Ｒ４経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｒ４当初予算
（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

56 55 △ 1
一 般 会 計 繰 入 金 41 35 △ 6

収
益
的
収
支

水 道 料 金 4,102 4,184 82
温 泉 供 給 料 金 83 94 11
売 電 収 入

収 入 計 4,778 4,850 72
人 件 費 796 814 18

長 期 前 受 金 戻 入 199 230 31
その他(下水道使用料徴収経費負担金ほか) 297 252 △ 45

支 払 利 息 224 206 △ 18
そ の 他 1,642 1,771 129

退 職 給 付 費 65 108 43
物 件 費 1,818 1,807 △ 11

資 産 減 耗 費 ほ か 60 60
支 出 計 4,545 4,706 161

減 価 償 却 費 1,642 1,621 △ 21
消 費 税 等 相 当 額 90 90

損 益 234 144 △ 90

資
本
的
収
支

企 業 債 1,283 1,236 △ 47
国 庫 補 助 金

そ の 他 ( 工 事 補 償 金 ) 11 114 103
収 入 計 1,349 1,425 76

0
一 般 会 計 繰 入 金 55 75 20

そ の 他 0
支 出 計 2,967 3,138 171

建 設 改 良 費 1,765 1,942 177
企 業 債 償 還 金 1,202 1,196 △ 6

当 年 度 財 源 過 不 足 額 △ 85 △ 10 75
当 年 度 累 積 財 源 残 額 2,691 3,094 403

資 本 的 収 支 不 足 額 △ 1,618 △ 1,713 △ 95
補 て ん 財 源 1,299 1,558 259

32,503,505 19,122,887

31,845,139 17,925,561

69,203,391 1,197,326

当 年 度 末 企 業 債 残 高 21,255 19,043 △ 2,212

千円 千円

296,400

452,647

76,180

△ 156,247

31,670

△ 37,358,252

357,675 2,462,856

727,057 1,117,167

△ 369,382 1,237,839

△ 5,063,303

4,431,453

3,843,791

24,689,640

587,662

595,442

4,291

1,000

3,103,897

3,291

8,167,200

12,245,318

36,934,958 36,934,958

△ 7,780 9,724,073

2,521,245

254,792

2,266,453

2,266,453
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業務の予定量

１ 戸 （対前年度比 0.3 ％減）
２ ㎥ （対前年度比 1.0 ％増）
３ ㎥ （対前年度比 1.0 ％増）
４

◯ 千円
下水管渠 ｍ

◯ 千円
志海苔ポンプ場電気計装設備ほか 式

◯ 千円
汚水処理施設電気計装設備ほか 一 式

◯ 千円

億円 億円

その他 その他 その他(長期貸付金)

(し尿処理受託代金ほか) 37.7 億円 0.1 億円

1.1 億円 　減価償却費

36.0 億円 その他(工事補償金ほか)

　消費税等相当額 0.6 億円

長期前受金戻入 1.3 億円

22.4 億円 　資産減耗費ほか

0.4 億円 企業債償還金

一般会計繰入金
42.6 億円

一般会計繰入金 支払利息
8.7 億円

12.0 億円 5.6 億円

国庫補助金

物件費
4.0 億円

下水道使用料
20.5 億円

44.7 億円

退職給付費 企業債 建設改良費
0.5 億円 24.1 億円 21.5 億円

人件費
3.3 億円

　収益的収入合計 　資本的収入合計

　収益的支出合計 　資本的支出合計

　差 引(A) 　差 引(B)

（純　　損　　益 ）

　損益勘定留保資金(現金外費用等) (C)

前年度末財源残額  (D)

当年度財源過不足額(E=A+B+C)

当年度末財源残額  (F=D+E)

119,653

公共下水道事業会計

71,300

1,107,673

711,684

そ の 他

3,696

一

処 理 場 事 業 211,349

令和４(2022)年度企業局各会計予算の概要について

管 渠 事 業

ポンプ場事業

排 水 戸 数
年 間 総 排 水 量
一 日 平 均 排 水 量
主要な建設改良事業

116,713
26,024,500

21.3億円

80.2億円

△0.1億円

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

37.4億円

64.2億円

△26.8億円

21.4億円

14.1億円

11.4億円

12.6億円

67.6億円
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経営ビジョンとの比較

（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

予　定　貸　借　対　照　表 令和5(2023)年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

固定資産 固定負債

　有形固定資産 　企 業 債

　　有形固定資産 　退職給付引当金

　　減価償却累計額

　無形固定資産 流動負債

　投資その他の資産 　企 業 債

　　出 資 金 　未 払 金

　　長期貸付金 　賞与・法定福利費引当金

　そ の 他（預り金等）

流動資産

　現 金 預 金 繰延収益

　未 収 金 　長期前受金

　　未 収 金 　収益化累計額

　　貸倒引当金

　短期貸付金 負 債 合 計

　　短期貸付金

　　貸倒引当金 （資本の部）

　他会計保管下水道使用料

資本金

剰余金

　資本剰余金

　利益剰余金

　　当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

区分
Ｒ４経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｒ４当初予算
（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

収
益
的
収
支

下 水 道 使 用 料 4,394 4,470 76

一 般 会 計 繰 入 金 1,158 1,200 42

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計 7,726 8,024 298

人 件 費 337 328 △ 9

2,095 2,246 151

その他(し尿処理受託代金ほか) 78 108 30

支 払 利 息 639 555 △ 84

そ の 他 3,783 3,772 △ 11

退 職 給 付 費 30 52 22

物 件 費 1,902 2,049 147

資 産 減 耗 費 ほ か 18 41 23

支 出 計 6,690 6,756 66

減 価 償 却 費 3,594 3,601 7

消 費 税 等 相 当 額 171 130 △ 41

639 396 △ 243

一 般 会 計 繰 入 金 880 867 △ 13

損 益 1,035 1,268 233

企 業 債 2,068 2,411 343

国 庫 補 助 金

△ 5

その他(工事補償金ほか) 62 65 3

収 入 計 3,648 3,739 91

資 本 的 収 支 不 足 額 △ 2,605 △ 2,676 △ 71

補 て ん 財 源 1,548 1,408 △ 140

そ の 他 ( 長 期 貸 付 金 ) 11 12 1

支 出 計 6,254 6,415 161

資
本
的
収
支

建 設 改 良 費 1,984 2,150 166
企 業 債 償 還 金 4,258 4,253

当 年 度 末 企 業 債 残 高 44,356 45,576 1,220

千円 千円

当 年 度 財 源 過 不 足 額 △ 22 △ 1 21

当 年 度 累 積 財 源 残 額 1,765 2,134 369

△ 90,337,831

2,137,380 5,047,071

20,523 4,129,292

9,927 887,244

93,423,193 41,874,049

91,265,290 41,447,182

181,603,121 426,867

416,911 89,071,604

434,542 △ 51,627,598

△ 17,631

8,077 84,365,126

10,596 28,650

1,885

3,051,642

2,606,625 37,444,006

3,279,177

3,279,177

12,109,709

96,474,835 96,474,835

8,160

△ 83

20,029

7,542,198

4,567,511

1,288,334
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業務の予定量

１ 両 増減なし）
２ ㎞ 0.2 ％減）
３ 人 15.6 ％増）
４ 人 15.6 ％増）
５

◯ 千円
軌道改良 ｍ

◯ 千円
電車購入 1 両
車体改良 1 両

億円 億円

その他

3.1 億円

　減価償却費

その他(広告料ほか)
2.7 億円

0.6 億円 　消費税等相当額

0.1 億円

　資産減耗費ほか 一般会計繰入金

長期前受金戻入 0.3 億円 0.6 億円

0.6 億円

支払利息
0.1 億円

国庫補助金

一般会計繰入金
0.8 億円

企業債償還金
3.6 億円

物件費
1.7 億円

5.3 億円
企業債

3.8 億円

乗車料金収入 退職給付費
8.9 億円 0.6 億円

建設改良費
5.3 億円

人件費
6.4 億円

　収益的収入合計 　資本的収入合計

　収益的支出合計 　資本的支出合計

　差　　　　　引(A) 　差 引(B)

（純　　損　　益 ）

　損益勘定留保資金(現金外費用等) (C)

前年度末財源残額  (D)

当年度財源過不足額(E=A+B+C)

当年度末財源残額  (F=D+E)

一 日 平 均 輸 送 人 員
主 要 な 建 設 改 良 事 業

軌 道 費

32
934,905

4,869,210
13,340

交 通 事 業 会 計

令和４(2022)年度企業局各会計予算の概要について

車 両 数
年間走行キロメートル
年 間 総 輸 送 人 員

（対前年度比

（対前年度比

△0.5億円

△0.7億円

0.2億円

（対前年度比

190,735

（対前年度比

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

5.2億円

7.0億円

△1.8億円

2.9億円

△2.2億円

△1.8億円

15.5億円

13.7億円

312,342

174.8

車 両 費

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

収⼊ ⽀出
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

収⼊ ⽀出

経営ビジョンとの比較

（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

予　定　貸　借　対　照　表 令和5(2023)年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

固定資産 固定負債

　有形固定資産 　企 業 債

　　有形固定資産 　退職給付引当金

　　減価償却累計額

　投資その他の資産 流動負債

　　出 資 金 　一時借入金

　企 業 債

流動資産 　未 払 金

　現 金 預 金 　前受収益

　未 収 金 　賞与・法定福利費引当金

　商　　品 　そ の 他（預り金等）

　貯 蔵 品

繰延収益

　長期前受金

　収益化累計額

負 債 合 計

（資本の部）

資本金

剰余金

　欠損金

　　当年度未処理欠損金

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

区分
Ｒ４経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｒ４当初予算
（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

収
益
的
収
支

乗 車 料 金 収 入 1,001 892 △ 109

一 般 会 計 繰 入 金 350 363 13

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計 1,536 1,369 △ 167

人 件 費 652 643 △ 9

116 60 △ 56

そ の 他 ( 広 告 料 ほ か ) 69 54 △ 15

支 払 利 息 12 6 △ 6

そ の 他 356 311 △ 45

退 職 給 付 費 42 60 18

物 件 費 528 535 7

資 産 減 耗 費 ほ か 11 26 15

支 出 計 1,590 1,555 △ 35

減 価 償 却 費 326 270 △ 56

消 費 税 等 相 当 額 19 15 △ 4

33 83 50

一 般 会 計 繰 入 金 25 62 37

損 益 △ 54 △ 186 △ 132

企 業 債 438 374 △ 64
国 庫 補 助 金

△ 4

その他(工事補償金ほか) 0

収 入 計 496 519 23

資 本 的 収 支 不 足 額 △ 169 △ 176 △ 7

補 て ん 財 源 212 290 78

そ の 他 0

支 出 計 665 695 30

資
本
的
収
支

建 設 改 良 費 496 530 34

企 業 債 償 還 金 169 165

当 年 度 末 企 業 債 残 高 2,670 2,540 △ 130

千円 千円

当 年 度 財 源 過 不 足 額 △ 11 △ 72 △ 61

当 年 度 累 積 財 源 残 額 483 △ 56 △ 539

△ 6,169,722

242 412,026

242 105,000

63,096

3,166,098 2,932,846

3,165,856 2,362,420

9,335,578 570,426

177,403

4,443

104,595

620,535

2,953,419

△ 2,332,884

178,889

8,30715,047

49,79854,804

8,422

△ 620,420

3,344,987 3,344,987

3,965,407

382,657

△ 1,003,077

1,003,077

1,003,077
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函館市上下水道・交通事業経営ビジョン中間評価および今後の取り組みに係る意見等照会

スケジュール

日程 事務局 各委員

8月30日(水) 

（本日）

○ 第１回 経営懇話会の開催

→ 各経営ビジョン中間評価および

今後の取り組みの報告 

8 月 31 日(木) 

～

9 月 7 日(木)

○ 各委員からの質問に対する回答

（電話・ＦＡＸ・Ｅメール）

○ 各経営ビジョン中間評価および今後の取

り組みの報告（本日の報告，資料）に関す

る疑義がある場合，質問を電話，ＦＡＸま

たはＥメールで事務局に連絡

《連絡先》 

企業局管理部経営企画課 

TEL:27-8766  FAX:23-7053 

E-Mail:keiei@city.hakodate.hokkaido.jp

～

9 月 21 日(木)

○ 各委員からの各経営ビジョンの中

間評価および今後の取り組みに関す

る意見の受付

○ 事務局へ意見を提出

（郵送・ＦＡＸ・Ｅメール等）

《送付先》 

〒040-8541 函館市末広町５番１４号 

企業局管理部経営企画課 宛 

FAX:23-7053 

E-Mail:keiei@city.hakodate.hokkaido.jp

9月下旬 
○ 意見に対する企業局の考え方を個

別送付

11月中旬 
○ 第２回 経営懇話会の開催

→ 各経営ビジョン改定の素案の説

明，質問・意見等依頼
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→ 令和３年度企業局会計決算の概

要について

11月中旬 

～

12月初旬 

～

12月中旬 

○ 各委員からの質問に対する回答

（電話・ＦＡＸ・Ｅメール）

○ 各委員からの各経営ビジョン改定

の素案に対する意見の受付

～

12月下旬 

○ 各委員からの各経営ビジョン改定

の素案に関する意見の回答を個別送

付

2月 

○ 第３回 経営懇話会の開催

→ 各経営ビジョン改訂版の原案の

説明，質疑

→ 素案意見に対する企業局の考え

方を配布

3 月
○ 各経営ビジョン改訂版の原案の

成案化・公表（ホームページ）
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函館市上下水道・交通事業経営ビジョン中間評価および今後の取り組み 

に対する質問様式 

氏 名 

対 象 ビ ジ ョ ン 上下水道 ・ 交 通 ※該当する方に○をつけてください

質問の該当箇所 

（質問されている

箇所がわかるよう

に記載していくだ

さい。） 

【記載例】 

 資料○

基本方針○ 

施策目標（○） 

主要施策○ 

（質問記入欄） 
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函館市上下水道事業経営ビジョン進行管理

基本方針および施策目標
「Ｂ」評価

以上
「Ａ」
評価

「Ｂ」
評価

「Ｃ」
評価

「Ｄ」
評価

計

（１）安心できる水の確保 1 0 1 0 0 1

（２）安定取水の確保 1 0 1 0 0 1

（３）安全な水の供給 1 0 1 0 0 1

（４）水道施設機能の保全 2 0 2 0 0 2

（５）適切な給水装置管理の促進 2 0 2 0 0 2

（６）下水道の普及促進 2 0 2 0 0 2

（７）下水道施設機能の保全 2 0 2 0 0 2

（８）公共用水域の水質保全 1 0 1 0 0 1

（９）温泉の安定供給 1 0 1 0 0 1

13 0 13 0 0 13

100% 0% 100% 0% 0% 100%

（１）地震対策の推進 2 0 2 0 0 2

（２）浸水対策の推進 2 0 2 0 0 2

（３）災害対応力の向上 4 0 4 0 0 4

8 0 8 0 0 8

100% 0% 100% 0% 0% 100%

（１）健全な事業経営の推進 5 0 5 0 0 5

（２）効率的な組織づくり 2 0 2 0 0 2

（３）透明性の高い事業運営 2 0 2 0 0 2

9 0 9 0 0 9

100% 0% 100% 0% 0% 100%

（１）環境負荷の低減 2 0 2 0 0 2

2 0 2 0 0 2

100% 0% 100% 0% 0% 100%

32 0 32 0 0 32

100% 0% 100% 0% 0% 100%

Ａ：完了した・計画を上回っている Ｃ：計画を下回っている

Ｂ：概ね計画どおりに進んでいる Ｄ：著しく計画を下回っている

函館市上下水道事業経営ビジョン進行管理全体総括

【令和３年度】
令和３年度は,老朽施設の更新や上下水道管路の耐震化を計画どおりに

実施するとともに，ＤＢＯ方式により事業契約を締結した赤川高区浄水場プラ
ント設備更新整備等事業による赤川高区浄水場新ろ過施設が完成し，供用
を開始しました。
また，民間事業者と合同で函館市総合防災訓練に参加し応急給水活動訓

練を実施したほか，災害用備蓄品の充実を図るなど，災害対応力の向上に
努めました。
水道料金等徴収業務では委託業務を拡大し，東部営業所お客さまセン

ターを開設するなど，公民連携による効率的な事業運営に努めました。
資源の有効活用に向けては，小水力発電や消化ガスの有効活用などを引

き続き実施するとともに，下水汚泥の乾燥ケーキを一部肥料化しました。
新型コロナウイルス感染症の影響で水道料金等の支払いが困難なお客様

に対しては，支払い猶予の措置を講じました。
財政計画につきましては，コロナウイルス感染症による影響は少なく，ほぼ

計画どおりであり，安定的に運営することができました。

【前期５か年】
これまでの取り組み（平成２９年度～令和３年度）につきましては，将来の水

需要を見据えた適正な規模による施設の建設工事を実施したほか，上下水
道管路の更新など，上下水道施設の機能保全に向けた取り組みを効果的に
進めました。
災害対応につきましては，民間事業者や他都市と共同訓練を行ったほか，

災害時資機材の確保など，災害対応力の向上に向けた取り組みを進めまし
た。また，施設の維持管理業務委託の内容を拡大するとともに，民間活力を
活用したＤＢＯ方式で事業契約を締結し工事を実施するなど，効率的な事業
運営に向けた取り組みを進めました。
そのほか，省エネルギー型設備の導入や資源の有効活用を推進するな

ど，環境負荷の低減に向けた取り組みを進めました。
財政計画につきましては，上下水道事業共に計画を上回る累積財源残額

を確保するなど，安定的な経営状況を維持しています。

これらの結果として，令和３年度までの上下水道事業経営ビジョンの取り組
み状況は，「概ね順調」と考えています。

災
害
に
強
い

上
下
水
道

計

合計

信
頼
さ
れ
る

事
業
運
営

計

　
環
境
対
策

　
の
推
進 計

基本方針および施策目標の取り組み状況（令和３年度）
上段：評価件数　下段：割合

く
ら
し
を
支
え
る
上
下
水
道

計

１

２

３

４
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H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

１ H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 -

H30 -

R1 -

R2 -

R3 -

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

①
指定給水工事
事業者との連携

事業者向け広報誌の発行や説明会
などを行いました。

事業者向け広報誌の発行や説明会の開催などで情報提供を行
い，指定給水工事事業者との連携強化を図りました。

・今後も，老朽配水管の更新を計画的に進めます。
・配水本管更新工事は，令和3年度に策定した更新計画に基づ
き，令和4年度に詳細設計を行い，令和5年度から着手する予定
です。
・元町高区配水池の整備は，水道施設耐震工法指針の改定延
期よる事業の平準化を図るため令和4～6年度の当初計画を見
直し，令和5～7年度の事業計画に変更します。
・赤川低区第1配水池の整備は，事業の平準化を図るため令和6
～7年度の当初計画を見直し，令和4～7年度の事業計画に変更
します。

② 配水池容量の確保

・配水管整備をしました。(φ300mm
L=201m)
・尾札部浄水場の配水池増設は，水
道施設耐震工法指針の改定が，令和
2年度から4年度に延期されたため，
新規水源等の尾札部浄水場に関連
する施設や他の耐震化等を予定して
いる施設に合わせて整備の時期を見
直しました。

・大規模な宅地開発が行われた赤川高区浄水場からの供給区
域については，開発後の水需要の動向や整備費用等を勘案し，
中の沢配水池等の整備を配水管を増強する整備(R3～R5施工，
φ300㎜ L=620m，R3施工 L=201ｍ)に変更し，安定供給の維持
に向け進めました。
・尾札部浄水場の配水池増設は，水道施設耐震工法指針の改
定延期により，整備時期を見直しました。

整備内容や実施時期を見直しながら，安
定供給が維持できるよう進めているた
め。

・今後も，赤川系供給区域に対する配水管整備を進めます。
　（令和4～5年度）
・尾札部配水池は，水道施設耐震工法指針の改定延期による事
業の平準化のほか，より効果的な将来の施設統廃合も含めた施
設整備を図り，配水池の規模等を検討するため，本ビジョンの計
画期間以降となる見込みです。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，事業者向け広報誌の発行や説明会の開催などにより情
報提供を行い，指定給水工事事業者との連携強化を図ります。

②
貯水槽水道の
適切な管理

企業局だよりにより，直結給水，貯水
槽水道について情報提供し，また市
立函館保健所と情報共有しながら業
務を進めました。

企業局だよりによる利用者への情報提供や，事業者向け説明会
での情報提供などにより，貯水槽の適切な管理の推進や直結給
水方式の普及促進に努めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，計画的に企業局だよりやホームページなどにより情報提
供を行い，貯水槽の適切な管理の推進と，直結給水方式の普及
促進に努めます。

（５）

適切な
給水装置管理
の促進
(P49)

（３）
安全な水の
供給
(P46)

①
水質管理体制の
充実

水質検査機器を更新したほか，国や
道が実施する外部精度管理や内部
精度管理を通じて，検査精度の維持・
向上に努めました。

水質検査機器の更新や，国や道が実施する外部精度管理への
参加など，検査精度の向上に向けた取り組みを進めました。

（４）
水道施設機能
の保全
(P47)

①
老朽施設の
計画的な更新と
施設規模の適正化

・老朽配水管を更新しました。(φ100
～200mm L=6,900m)

・赤川高区浄水場新ろ過施設の更新
工事が完了し供用を開始しました。

赤川高区浄水場のろ過施設を，浄水能力を35,000㎥/日から
30,000㎥/日に見直して更新したほか，老朽配水管を更新（φ100
～350㎜　L=20.1km/5年）するなど，老朽施設の更新を進めまし
た。また，赤川高区・旭岡系配水本管の更新については，整備費
用の縮減を図るため，各浄水場からの供給区域や給水量を検討
し，令和５年度から更新する計画を策定しました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，計画的な水質検査機器の更新や，外部精度管理の活用
による検査精度の向上に向けた取り組みを進めます。

②
浄水場ろ過設備の
整備

－ 令和5年度以降に施策の実施を予定しています。 －

・尾札部浄水場ろ過設備は，新規水源からの取水による安定的
な施設運用の確認後に整備を予定していましたが，水道施設耐
震工法指針の改定延期により，他の施設整備も含め事業の平準
化を図るため，実施時期を見直ししたことから，本ビジョンの計画
期間以降となる見込みです。
・古部浄水場のろ過設備整備は，当初計画どおりに進めます。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

Ⅱ 概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，森林経営計画に基づき，森林整備の実施や水資源保全
地域における土地利用状況の確認など，水源域の保全に向けた
取り組みを進めます。

くらしを
支える
上下水道

（２）
安定取水の
確保
(P45)

① 新規水源整備

令和2年度に尾札部川の水利権およ
び取水地点追加の水道事業変更認
可を取得したことから，施設整備に向
け環境保護団体と協議しました。

尾札部地区の新たな水源について，尾札部川の調査および検証
を行い，令和2年度には尾札部川の水利権を取得するとともに，
取水地点追加の水道事業変更認可を取得し，安定取水の確保
に向けた取り組みを進めました。なお，施設整備の時期について
は，水道施設耐震工法指針の改定が令和2年度から4年度に延
期されたため，令和4年度からの実施に変更しました。

（１）
安心できる
水の確保
(P45)

①
水源域の適切な
保全

森林整備(整備面積 8.1ha)を実施した
ほか，水資源保全地域における土地
利用状況を確認しました。

森林整備（整備面積40.9ha/5年）を実施したほか，水資源保全地
域における土地利用状況を確認するなど，水源域の保全に向け
た取り組みを進めました。

Ⅱ
水道施設耐震工法指針の改定延期によ
り，施設整備の時期は変更となったが，
新たな水源確保に向けた水利権や変更
認可等の手続きが完了したため。

令和4年度に詳細設計を行い，令和5～6年度に新規水源を整備
します。

上下水道事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組み

基本方針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主要施策 取り組み状況（R3） 計画前期（H29～R3）の取り組み状況 年度別評
価

中間
評価 中間評価理由 計画後期（R4～R8）の見通し・取り組み

写

【主な整備内容】

実績 目標水準

0.0km 1.1km

20.1km 16.0km更新管路延長（配水管）

更新管路延長（配水本管）

中間評価基準　　　　　　Ⅰ：目標を上回った　　　　　Ⅱ：一定の進捗があった　　　　　Ⅲ：進捗が遅れた　　　　　Ⅳ：進捗が著しく遅れた　　　　　－：評価なし　　 22



上下水道事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組み

基本方針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主要施策 取り組み状況（R3） 計画前期（H29～R3）の取り組み状況 年度別評
価

中間
評価 中間評価理由 計画後期（R4～R8）の見通し・取り組み

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

Ⅱ

中の沢配水池整備を配水管整備に変更
したことによる配水池耐震化率，配水本
管の更新開始時期変更による基幹管路
耐震適合率は，目標水準よりも低くなるも
のの，赤川高区浄水場ろ過施設は予定ど
おり実施したほか，老朽配水管について
は計画を上回る延長を更新するなど，耐
震化を進めたため。

２
災害に
強い
上下水道

・旭岡浄水場と旭岡配水池の耐震化補強は，他の更新・耐震化
する施設の実施時期との調整により，ビジョンの計画期間以降と
なり，浄水場および配水池耐震化率は当初達成目標よりも低くな
る見込みです。
・赤川高区第1配水池の耐震化補強は，予定どおり行います。
・基幹管路耐震適合率は，配水本管の更新事業の着手時期を令
和2年度から令和5年度に変更したことから，当初達成目標よりも
低くなる見込みです。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，温泉供給設備の計画的な更新を進めるほか，供給量の
適切な管理を行うなど，温泉の安定供給に向けた取り組みを進
めます。
また，温泉供給本管については，当初更新を計画していた路線
の廃止などにより，更新が必要な延長が減少したことから，温泉
供給本管更新延長を一部見直します。

（１）
地震対策の
推進
(P54)

① 水道施設の耐震化

・老朽配水管の更新に併せて耐震化
を実施しました。（耐震化延長
L=6,900m）
・更新工事に併せて耐震化した赤川
高区浄水場新ろ過施設の供用を開始
しました。
・旭岡浄水場の耐震化補強は，水道
施設耐震工法指針の改定が，令和２
年度から４年度に延期されたため，他
の耐震化等を予定している施設に合
わせて整備の時期を見直しました。

赤川高区浄水場ろ過施設および老朽配水管は，更新に併せて
耐震化を実施しました（配水管の耐震化延長 L=20,100m/5年）。
また，旭岡浄水場の耐震化補強は，水道施設耐震工法指針の
改定延期により，整備時期を見直しました。

Ⅱ 概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，南部下水終末処理場の水質検査機器の更新や雨水貯
留管を適切に運用し，放流水質の適正管理に努めるとともに，事
業場排水に対する水質指導，監視を実施し適正管理に努めま
す。

（９）
温泉の
安定供給
(P53)

①

温泉供給設備の
計画的な更新と
供給量の適切な
管理

・温泉供給設備を更新しました。（供
給本管 L=365m，揚湯ポンプ2基）
・温泉資源保護のため温泉水位など
の観測を実施したほか，利用者に対
して供給量の縮減を要請しました。
（95戸中42戸で実施）

温泉供給設備を更新（供給本管 L=3,073m/5年，揚湯ポンプ10基
/5年）したほか，温泉水位などの観測や利用者に対して供給量
の縮減を要請（実施212戸/5年）するなど，温泉の安定供給に向
けた取り組みを進めました。

Ⅱ

（８）
公共用水域の
水質保全
(P52)

①
放流水質の
適正管理

南部下水終末処理場の水質検査機
器を更新するとともに，雨水貯留管を
適切に運用しました。また，事業場排
水に対する水質指導，監視を実施し
ました。

南部下水終末処理場の水質検査機器を更新するとともに，雨水
貯留管を適切に運用したほか，事業場排水に対する水質指導，
監視を実施するなど，放流水質の適正管理に努めました。

② 不明水対策の推進
谷地頭地区等において，不明水の原
因となる桝の修繕やマンホール蓋の
更新を実施しました。

不明水の原因となる桝の修繕やマンホール蓋の更新を実施する
など，不明水対策の取り組みを進めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，不明水の原因となる桝の修繕やマンホール蓋の更新を
実施するなど，不明水対策の取り組みを進めます。

今後も，水洗化の普及促進に向けた取り組みを進めます。

（７）
下水道施設
機能の保全
(P51) ①

老朽施設の
計画的な更新と
施設規模の適正化

・老朽管渠を更新しました。（φ250～
1100㎜　L=2,790m）
・南部下水終末処理場のブロワ設備
や住吉ポンプ場の自家発電設備など
を更新しました。

ストックマネジメント計画に基づき，老朽管渠を更新（φ200～
1500㎜　L=15,354m/5年）したほか，南部下水終末処理場の設備
を適正規模で更新するなど，老朽施設の更新と施設規模の適正
化を進めました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，効率的・効果的な更新を進めます。

中道1丁目などで汚水管の整備を進
め，下水道の処理区域を拡大しまし
た。（φ150～200mm　L=366m ）

下水道未普及地区において汚水管の整備を進め，下水道の処
理区域を拡大しました。（φ100～200㎜　L=3,794m/5年 ）

Ⅱ

概ね計画どおり整備することができたた
め。

今後も，快適な生活環境の確保に向けて，下水道の普及促進に
努めます。

② 水洗化の普及促進

下水道処理区域に編入された家屋へ
の個別訪問（10件），通知文送付（13
戸）や，未水洗家屋への水洗化要請
文（1,513戸）の送付により，水洗化の
普及促進に向けた取り組みを進めま
した。

下水道処理区域に編入された家屋への戸別訪問や，未水洗家
屋への水洗化要請文の送付など，水洗化の普及促進に向けた
取り組みを進めました。

水洗化要請文送付等の実施により着実
に水洗化率は上昇しているため。

１
くらしを
支える
上下水道

（６）
下水道の
普及促進
(P50)

① 汚水管の整備

写

【主な指標】

実績 目標水準

90.8% 90.7%処理人口普及率

【主な指標】

見込み 達成目標

90.9% 90.7%処理人口普及率

【主な指標】

実績 目標水準

39.2% 39.2%

配水池耐震化率 8.9% 11.5%

55.1% 55.5%

浄水場耐震化率

基幹管路耐震適合率

【主な指標】

見込み 達成目標

39.2% 79.9%

配水池耐震化率 28.1% 48.8%

57.3% 59.2%

浄水場耐震化率

基幹管路耐震適合率

中間評価基準　　　　　　Ⅰ：目標を上回った　　　　　Ⅱ：一定の進捗があった　　　　　Ⅲ：進捗が遅れた　　　　　Ⅳ：進捗が著しく遅れた　　　　　－：評価なし　　 23



上下水道事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組み

基本方針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主要施策 取り組み状況（R3） 計画前期（H29～R3）の取り組み状況 年度別評
価

中間
評価 中間評価理由 計画後期（R4～R8）の見通し・取り組み

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 -

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 A

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

今後も，施設整備に係るＰＰＰ/ＰＦＩ手法について調査研究を進
めます。

③
コスト縮減の
取り組みの推進

令和元年度からの赤川高区浄水場プ
ラント設備更新整備等事業（DBO方
式）を継続して実施しています。

赤川高区浄水場プラント設備更新整備事業は，民間活力の導入
に向けた検討を進め，ＰＦＩ手法のひとつであるＤＢＯ方式により
令和元年度から事業を実施しています。

ＰＦＩ手法により，従来手法よりも効果的に
事業を実施できたため。

今後も，適正な料金体系に関する調査研究を実施するとともに，
国土交通省から発出された「下水道事業における収支構造適正
化に向けた取組の推進について（令和2年7月21日 国水下企第
34号）」に基づき，経費回収率の向上に向けたロードマップを経
営ビジョンに記載します。

３
信頼
される
事業運営

② 収納率の向上

新型コロナウイルス感染症の影響で
水道料金等の支払いが困難なお客様
に対し，支払い猶予の措置を講じた
一方で，悪質な滞納者に対しては，給
水停止や差押さえを実施しました。

停水対応が困難な滞納者や悪質な滞納者に対する取り組みを
強化したほか，口座振替払新規加入キャンペーンを実施するな
ど，収納率の向上に向けた取り組みを進めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，利用者サービス向上の視点から，利用者のニーズやコ
スト面なども考慮し，新たな収納方法について検討を進めます。
（令和4年6月からスマートフォンアプリを使用したスマホ決済を導
入）

（１）

健全な
事業経営の
推進
(P58)

①
適正な料金体系
の検討

他都市の料金体系等について調査を
実施しました。また，賦課データを基
にした実態把握調査を実施しました。

将来の水需要の減少を見据え，料金体系に関する調査を実施し
たほか，賦課データを基にした実態把握調査を実施するなど，適
正な料金体制に関する調査研究を進めました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

広域連携の推進

北海道内における応援・受援体制の
構築を目指す，千島海溝沿い超巨大
地震対策検討小委員会に参画しまし
た。また，企業局BCP（上下水道事業
受援体制編）を策定しました。

他都市との合同訓練へ参加，北海道下水道災害時維持修繕協
定の締結や企業局BCP（上下水道事業受援体制編）を策定しま
した。また，北海道胆振東部地震においては，安平町ならびに厚
真町へ職員4名を災害派遣するなど，広域連携の取り組みを進
めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したほ
か，被災地への災害派遣をしたため。

今後も，災害復旧に関する研修会や共同訓練などに参加し，広
域的な応援体制の充実を図ります。

④
災害時資器材
の確保

備蓄品や災害時資機材を購入し，充
実を図りました。

災害時に必要な非常食や資機材の充実を図りました。
概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，上下水道事業のＢＣＰに基づく訓練を実施するとともに，
適宜ＢＣＰや災害対策マニュアルの見直しを図ります。

② 公民連携の推進

民間事業者と合同で函館市総合防災
訓練に参加し，応急給水活動訓練な
どを実施したほか，水位観測や排水
作業など大雨時における浸水防止に
向けて連携を図りました。

民間事業者との合同訓練の実施や大雨時における浸水防止体
制の強化を図ったほか，民間事業者と連携した給水拠点の整備
や仕切弁操作の講習を行うなど，公民連携の取り組みを進めま
した。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，民間事業者との災害時連携強化に向けた取り組みを進
めます。

③

今後も，災害時に必要な資機材の備蓄と管理を適切に進めま
す。

（３）
災害対応力の
向上
(P57)

①
災害対策マニュア
ルと訓練の充実化

・上下水道事業のＢＣＰに基づく訓練
を実施しました。
・企業局ＢＣＰ（上下水道事業受援体
制編）を策定しました。

上下水道事業のＢＣＰに基づく訓練を実施するとともに，ＢＣＰや
災害対策マニュアルの内容を見直し充実化を図りました。

日吉町4丁目や昭和町などで雨水管を整備しました。
（φ250～1200㎜　L=2,544m/5年）

Ⅱ

道路事業等の他事業にスケジュールが
影響を受けるため，整備年度にずれが生
じているが，概ね計画に近い整備ができ
ているため。

今後も，浸水頻度の高い地域や道路事業等に併せ，優先順位を
勘案しながら整備を進めます。

②
雨水流出抑制対策
の強化

大規模な土地利用を計画している事
業者に対して，雨水処理についての
助言・指導を実施しました。（4件 計
160m3/hの流出抑制効果）

大規模な土地利用を計画している事業者に対して，雨水処理に
ついての助言・指導を実施しました。（53件 計3,465m3/hの流出
抑制効果/5年）

大規模な土地利用計画事業者に対して，
雨水流出抑制の指導を行ったため。

今後も大規模な土地利用について，雨水流出抑制の指導を行い
ます。

Ⅱ 概ね計画どおりに整備を進めることがで
きたため。

今後も，老朽管の更新に併せて，計画的に耐震化を進めます。

２
災害に
強い
上下水道

（２）
浸水対策の
推進
(P56) ① 雨水管の整備

道路事業の影響で整備予定の延期を
しました。

（１）
地震対策の
推進
(P54)

②
下水道施設の
耐震化

老朽管渠の更新に併せて耐震化を実
施しました。（耐震化延長 L=1,421m）

老朽管渠の更新に併せて耐震化を実施しました。（耐震化延長
L=6,943m/5年）

写

【主な指標】

実績 目標水準

17.3% 17.4%非耐震管更新率

【主な指標】

見込み 達成目標

26.8% 26.8%非耐震管更新率

【主な指標】

実績 目標水準

58.8% 59.5%雨水整備率

【主な指標】

見込み 達成目標

59.7% 59.7%雨水整備率

中間評価基準　　　　　　Ⅰ：目標を上回った　　　　　Ⅱ：一定の進捗があった　　　　　Ⅲ：進捗が遅れた　　　　　Ⅳ：進捗が著しく遅れた　　　　　－：評価なし　　 24



上下水道事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組み

基本方針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主要施策 取り組み状況（R3） 計画前期（H29～R3）の取り組み状況 年度別評
価

中間
評価 中間評価理由 計画後期（R4～R8）の見通し・取り組み

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 A

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

設備の更新に併せ，二酸化炭素排出量
やエネルギー消費量を抑制した機器の導
入により，環境問題への貢献や経済性に
取り組んだため。

今後も，最新の省エネ技術等の動向に十分注視しながら，省エ
ネ機器の導入に努めます。

②
資源の有効活用
の推進

・赤川高区浄水場内の小水力発電設
備により，安定した発電を行いまし
た。（1,334千kWh/年）
また，南部下水終末処理場で発生す
る消化ガスについては発電やボイ
ラーの燃料として利用し，下水汚泥の
乾燥ケーキについては一部肥料化し
ました。
・漏水調査を実施しました。（L=414km
）

・赤川高区浄水場内の小水力発電設備は，概ね予定どおり発電
（7,575千kWh/5年）しました。また，南部下水終末処理場では，消
化ガスを発電やボイラ燃料に利用したほか，乾燥ケーキについ
ては，セメント原料化に加えて，令和元年度から一部肥料原料化
し，乾燥ケーキのリサイクル率が約80%から約90%に向上しまし
た。
・漏水調査を実施しました。（L=1,766km/5年 ）

・赤川高区浄水場の小水力発電設備によ
る安定した発電，南部下水終末処理場で
の消化ガスや乾燥ケーキの利用など，資
源の有効活用に向けた取り組みを進めた
ため。
・概ね計画どおり，漏水防止調査の取り
組みを実施したため。

・小水力発電については，新中野ダムの原水水質に応じて発電
に使用できる取水量が変化しますが，適宜対応しながら，安定的
な発電を行えるよう努めます。
また，消化ガスの有効活用を進め，下水汚泥の乾燥ケーキはセ
メントの原料や肥料化するなど，資源の有効活用に向けた取り
組みを進めます。
・今後も，水資源の有効活用を図るため，漏水防止調査の取り組
みを進めます。

今後も，適時的確に利用者とのコミュニケーションの促進に努め
ます。

４
環境対策
の推進

（１）
環境負荷の
低減
(P61)

①
省エネルギー対策
の推進

赤川高区浄水場ろ過施設更新では，
省エネルギー型設備の導入によりＣ
Ｏ2排出量を削減しました。（削減効果
5.6t/年）

上下水道施設において施設照明のＬＥＤ化や，省エネルギー型
設備の導入によりＣＯ2排出量を削減しました。（削減効果378t/5
年）

Ⅱ

Ⅱ

企業局だよりの発行やラジオによる情報
提供など，概ね計画どおりの取り組みを
実施したほか，水道創設130周年事業
や，車内全ての広告枠を活用した市電広
告を実施するなど，上下水道事業に対す
る理解を深めるためのPRを積極的に行っ
たため。

今後も，適時的確に利用者に対する情報提供やPRに努めます。

②
利用者との
コミュニケーションの
促進

小学生向けの上下水道施設見学会
は，新型コロナウイルス感染症の影
響で中止としましたが，代替で下水道
の日に伴う小学生の図画・習字展を
開催しました。また，経営懇話会を開
催し，上下水道事業についての意見
を求めました（令和3年度2回開催）。

小学生向けの上下水道施設見学会の開催や，水道創設130周
年記念事業を実施したほか，経営懇話会を開催し意見を求める
など，利用者とのコミュニケーションを促進し，市民ニーズを事業
運営に反映させる取り組みを進めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

（３）
透明性の高い
事業運営
(P60)

① 情報提供の充実

経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応するため，効率的な組
織体制の構築に努めます。

②
公民連携の推進
による効率的な
事業の運営

運転管理業務に係る民間事業者に対
する技術指導や合同訓練を実施した
ほか，水道料金等徴収業務について
は，水道お客さまセンター東部営業所
を開設し，水道料金等徴収業務委託
の2期目を開始しました。

赤川高区浄水場や南部下水終末処理場等の施設の運転・維持
管理，水道料金等徴収の委託は，業務の効率化を図るため，委
託範囲を見直しながら更新を実施したほか，水道料金等徴収委
託においては，東部営業所にもお客様センターを開設し，旧函館
市域と一体的な窓口等の運用体制を構築しました。
また，施設や管路を委託している民間事業者については，現場
での技術指導や，合同訓練を通じた施設情報等の共有化および
対応力の向上を図るなど，維持管理体制の充実化に取り組みま
した。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，次期委託更新に向けた検討と準備を進め，効率的な事
業運営に努めます。

（２）
効率的な
組織づくり
(P59)

①
効率的な組織体制
の構築

地方公務員法の改正に伴い，定年延
長制度を構築しました。

業務の委託範囲の拡大や日本水道協会全国会議に伴う組織機
構の見直しを図ったほか，各課の業務分析を行うなど，効率的な
組織体制の構築に努めました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

企業局だより（年３回）の発行やラジ
オ，市電広告による情報提供を実施
したほか，マンホールカードを配付し
ました（2,400枚/年）。また，ポケモン
マンホールふたの設置を行いました。

企業局だよりの発行やラジオ，市電広告による情報提供を実施
したほか，マンホールカードの配付（24,200枚/5年）や水道創設
130周年記念事業を実施するなど，情報提供の充実化を図りまし
た。

３
信頼
される
事業運営

⑤ 人材育成の推進

職員研修の実施や外部団体主催研
修への参加などにより，職員の能力
開発に努めました（実施件数19件，延
べ62名参加）。

各種マニュアルの整備や職員研修の実施，外部団体主催研修
への参加などにより職員の能力開発に努めたほか，全国規模の
会議において研究発表を行いました。また，コロナ禍の影響を大
きく受けた令和2，3年度においては，オンライン研修やeラーニン
グを積極的に活用し，人材育成を推進しました。

（１）

健全な
事業経営の
推進
(P58)

④
アセットマネジメント
に基づく投資財政
計画の策定

公共下水道管路施設調査委託を実
施しました。

公共下水道事業のストックマネジメント計画を策定し，アセットマ
ネジメント導入に向けた取り組みを進めました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，適時的確にストックマネジメント計画の見直しをするとと
もに，アセットマネジメント導入に向けた取り組みを進めます。

コロナ禍においてもオンライン研修などを
活用し，概ね計画どおりの取り組みを実
施したため。

今後も，的確に各種マニュアルの整備，人材育成を進めます。
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中間評価基準　　　　　　Ⅰ：目標を上回った　　　　　Ⅱ：一定の進捗があった　　　　　Ⅲ：進捗が遅れた　　　　　Ⅳ：進捗が著しく遅れた　　　　　－：評価なし　　 25



基本方針 １ くらしを支える上下水道

施策目標 （4） 水道施設機能の保全

主要施策 ①
老朽施設の計画的な更新と
施設規模の適正化

基本方針 １ くらしを支える上下水道

施策目標 （9） 温泉の安定供給

主要施策 ①
温泉供給設備の計画的な更
新と供給量の適切な管理

基本方針 2 災害に強い上下水道

施策目標 （1） 地震対策の推進

主要施策 ② 下水道施設の耐震化

基本方針 4 環境対策の推進

施策目標 （1） 環境負荷の低減

主要施策 ① 省エネルギー対策の推進

【省エネルギー型　動力変圧器】

【宇賀浦地区　下水暗渠改築工事】

上下水道事業経営ビジョン　主要施策の取り組み状況（令和３年度）

【赤川高区浄水場ろ過施設更新工事】

【湯川３丁目３号　揚湯ポンプ更新工事】
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基本方針 施策目標（経営ビジョン該当頁） 主要施策 中間評価および今後の取り組みに対するご意見

１　くらしを支える上下水道 （１）安心できる水の確保(P45) ①水源域の適切な保全

（２）安定取水の確保(P45) ①新規水源整備

（３）安全な水の供給(P46) ①水質管理体制の充実

②浄水場ろ過設備の整備

（４）水道施設機能の保全(P47) ①老朽施設の計画的な更新と施設規模の適正化

②配水池容量の確保

（５）適切な給水装置管理の促進(P49) ①指定給水工事事業者との連携

②貯水槽水道の適切な管理

（６）下水道の普及促進(P50) ①汚水管の整備

②水洗化の普及促進

（７）下水道施設機能の保全(P51) ①老朽施設の計画的な更新と施設規模の適正化

②不明水対策の推進

（８）公共用水域の水質保全(P52) ①放流水質の適正管理

（９）温泉の安定供給(P53) ①温泉供給設備の計画的な更新と供給量の適切な管理

２　災害に強い上下水道 （１）地震対策の推進(P54) ①水道施設の耐震化

②下水道施設の耐震化

（２）浸水対策の推進(P56) ①雨水管の整備

②雨水流出抑制対策の強化

（３）災害対応力の向上(P57) ①災害対策マニュアルと訓練の充実化

②公民連携の推進

③広域連携の推進

④災害時資器材の確保

３　信頼される事業運営 （１）健全な事業経営の推進(P58) ①適正な料金体系の検討

②収納率の向上

③コスト縮減の取組の推進

④アセットマネジメントに基づく投資財政計画の策定

⑤人材育成の推進

（２）効率的な組織づくり(P59) ①効率的な組織体制の構築

②公民連携の推進による効率的な事業の運営

（３）透明性の高い事業運営(P60) ①情報提供の充実

②利用者とのコミュニケーションの促進

４　環境対策の推進 （１）環境負荷の低減(P61) ①省エネルギー対策の推進

②資源の有効活用の推進

上下水道事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組みに対するご意見
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函館市交通事業経営ビジョン進行管理

基本方針および施策目標
「Ｂ」評

価
以上

「Ａ」
評価

「Ｂ」
評価

「Ｃ」
評価

「Ｄ」
評価

計

 （１）安全性の向上 4 0 4 0 0 4

4 0 4 0 0 4

100% 0% 100% 0% 0% 100%

 （１）快適性の向上 2 0 2 0 0 2

 （２）利便性の向上 5 0 5 0 0 5

7 0 7 0 0 7

100% 0% 100% 0% 0% 100%

 （１）地域社会への貢献 3 0 3 0 0 3

3 0 3 0 0 3

100% 0% 100% 0% 0% 100%

 （１）収益力の向上 2 0 2 0 0 2

 （２）経営の効率化 2 0 2 0 0 2

4 0 4 0 0 4

100% 0% 100% 0% 0% 100%

18 0 18 0 0 18

100% 0% 100% 0% 0% 100%

Ａ：完了した・計画を上回っている Ｃ：計画を下回っている

Ｂ：概ね計画どおりに進んでいる Ｄ：著しく計画を下回っている

基本方針および施策目標の取り組み状況（令和３年度）

上段：評価件数　下段：割合

　
安
全
で
信
頼
さ

　
れ
る
公
共
交
通

計

函館市交通事業経営ビジョン進行管理全体総括

【令和３年度】

令和３年度は，軌道改良工事や１両の車体改良などの建設改良のほか，

昨年から続く新型コロナウイルス感染症の影響に対して，時間帯毎の乗車率

を公表し，混雑回避に努めながら，需要に見合った効率的な輸送を実施しま

した。また，広告収益の増加に向けた取り組みとして，車体広告の割引制度

の見直しを行いました。

年度を通し新型コロナウイルス感染症による深刻な影響を受け，乗車人員

が減少し，乗車料金収入は，財政計画を下回る結果となりました。

　

【前期５か年】

これまでの取り組み（平成２９年度～令和３年度）につきましては，軌道や電

路の改良，停留場へのスロープ設置のほか，事故防止に係る研修や訓練を

行うなど，安全性の向上に向けた取り組みを進めました。

また，１両の超低床車両を導入し，１１両の車体改良を実施したほか，乗務

員への接遇研修の実施やＩＣカードの活用を図るなど，快適性や利便性の向

上へ向けた取り組みを進めました。

地域に対する取り組みにつきましては，景観等に配慮する車体広告のガイ

ドラインの見直しに着手しました。

効率的な組織づくりの取り組みとしては，交通部事業課および電車乗務員

養成所における職員数の見直しを行いました。

財政計画につきましては，累積財源残額が計画を下回る結果となりまし

た。

これらのことから，令和３年度までの交通事業経営ビジョンにつきましては，

財政面で計画を下回るなど，新型コロナウイルス感染症による影響を大きく

受けた状況となっております。

　

便
利
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計
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ま
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H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B
H30 B
R1 B
R2 B
R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

③
乗客需要に
見合った適切な
運行本数の確保

ＩＣカードデータを利用し，利用動向
調査を実施しました。また，低床車の
運行を30分程度の等間隔から固定
時刻へ調整したほか，利用者の減少
に伴い，日中を8分間隔とするダイヤ
の検討を行いました。

今後も，乗客需要の調査の実施や状況に応じた増車運行を実
施するなど，適切な運行本数の確保に努めます。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

・今後も，電車内の液晶ディスプレイを利用した情報発信や多
言語化の充実を図り，ロケーションシステムの導入を進めるな
ど，情報発信の強化に努めます。

②
ICカードシステムの
活用

ICカードデータを利用し利用動向調
査を実施したほか，毎週月曜日のＩＣ
カード利用実態を基に車内混雑状況
をホームページへ公表しました。

ＩＣ定期券の運用を開始したほか，ＩＣデータを活用した利用動
向分析を実施し，更なる利便性の向上を図りました。
（ICAS-nimocaカード 令和3年度末発行枚数 100,803枚）
また，ＩＣ定期券導入時には，学割定期の割引率の引き上げを
行ったほか，新たに６ヶ月定期を導入しました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，ＩＣデータを活用した利用動向分析を行い，利便性向上
に努めます。

(２)
利便性の向上
(P31)

① 情報発信の強化

グーグルマップで目的地への経路検
索等を可能としました。また，ホーム
ページで時間帯毎の混雑率の公表
を行いました。

電車内の液晶ディスプレイを利用した情報発信を実施したほ
か，車内放送の多言語化の充実やグーグルマップで目的地へ
の経路検索等を可能とするなど，情報発信の強化に努めまし
た。

Ⅱ

乗客需要の調査や状況に応じた増車運行を実施したほか，令
和2年度に日中を7分間隔とするダイヤに見直し，令和3年度に
は日中8分間隔の検討を行うなど，適切な運行本数の確保に努
めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

１１両の車体改良を実施し，１両の超低床車を購入しました。

Ⅱ

超低床車は，新型コロナウイルス感染症
による経営状況を鑑み，購入を１年先送
りしたが，車体改良については，目標水
準を上回って実施できた。また，当初計
画にない車椅子対応の部分低床車を，
大規模改修により長寿命化でき，全体と
して，概ね計画どおり車両体制を維持で
きたため。

・計画上，車両の改良（17両）のうち，車体大規模改修（12両），
車体改良（5両）を予定しており，前者については，計画どおり実
施見込みですが，後者については，日々の検査等により車両を
維持してきた結果，補修用部品類の確保と委託事業者の技術
力による修繕等をもって，計画期間中の車両体制に影響がな
いことから，3両の実施見込みへ変更します。
・超低床車は，部分低床車の大規模改修を実施したことから，3
両の予定を2両の購入に変更します。

②
職員の接遇マナー
の向上

車椅子を利用する乗客への接遇に
ついて研修を行い，サービスの向上
に努めました。

外部講師を招いて接遇研修を実施したほか，インバウンド接客
研修会に参加するなど，接遇マナーの向上に向けた取り組みを
進めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も接遇研修を実施するなど，接遇マナーの向上に向けた
取り組みを進めます。

２

便利で
快適な輸
送サービ
スの提供

(１)
快適性の向上
 (P30)

①  車両の改良・更新

④
軌道内電車優先
運行についての
啓発強化

啓発リーフレットを市内自動車学校
や街頭でドライバーに配布したほか
(合計1,200枚），企業局だより･ラジオ
による広報を実施しました。

 １両の車体改良を実施しました。

立哨，添乗指導や事故防止研修を実施するなど，輸送の安全
を確保するための取り組みを進めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

関係機関への啓発リーフレット配布や広報活動を実施するな
ど，軌道内電車優先運行についての啓発に努めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，関係機関への啓発リーフレット配布や広報活動を実施
するなど，軌道内電車優先運行についての啓発に努めます。

今後も，立哨，添乗指導や事故防止研修を実施するなど，輸送
の安全を確保するための取り組みを進めます。

③
安全管理体制の強
化

 運輸安全マネジメントの推進に向け
て，安全方針や安全重点施策を策
定し，各種訓練や研修を実施しまし
た。また，安全管理体制を確認する
ために内部監査を実施しました。

安全方針や安全重点施策を策定し，訓練や研修を定期的に実
施するなど，運輸安全マネジメントを推進しました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，策定した安全方針や安全重点施策に基づき，訓練や
研修を定期的に実施するなど，運輸安全マネジメントを推進し
ていきます。

１
安全で信
頼される
公共交通

(１)
安全性の向上
(P28)

①
施設の計画的な
改良・更新

交通事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組み

基本方針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主要施策 取り組み状況（R3） 計画前期（H29～R3）の取り組み状況
年度別
評価

中間
評価 中間評価理由 計画後期（R4～R8）の見通し・取り組み

十字街～魚市場通間の軌道改良工
事（L=177.8ｍ）を実施しました。

電車停留場安全地帯へのスロープ設置，電路の改良，軌道の
改良，軌道分岐器の更新などを実施しました。
（軌道改良延長 L=846.2ｍ/5年）

Ⅱ

概ね計画どおり整備することができたた
め。

今後も，施設全体の計画的な改良・更新に取り組むほか，軌道
改良工事については，当該工事と完成した軌道構造が同一の｢
軌道舗装修繕工事｣を軌道改良延長に加え，一層の安全性の
向上に努めます。

②
運転技能向上への
取り組み推進

各交通安全運動期間中の添乗指導
を行いました。また，事故防止研修
時には，ドライブレコーダーの実際の
画像を使用し同種事故の未然防止
やレベルアップに努めました。

写

写

中間評価基準　　　　　　Ⅰ：目標を上回った　　　　Ⅱ：一定の進捗があった　　　　Ⅲ：進捗が遅れた　　　　Ⅳ：進捗が著しく遅れた　　　　－：評価なし 32



交通事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組み

基本方針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主要施策 取り組み状況（R3） 計画前期（H29～R3）の取り組み状況
年度別
評価

中間
評価 中間評価理由 計画後期（R4～R8）の見通し・取り組み

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応するため，今後も効率
的な組織体制の構築に努めます。

②
効率的な
組織づくり

地方公務員法の改正に伴い，定年
延長制度を構築しました。

他都市の民間への委託内容を調査したほか，各課の業務分析
の結果を踏まえ，組織体制を見直すなど効率的な組織づくりに
努めました。

業務執行体制の見直し等により，適時適
切に効率的な組織体制の構築に努めた
ため。

今後は，広告料金について改定への取り組みを進めるほか，
意匠許諾を行うなど，収入の確保とイメージアップに向けた取り
組みを進めます。

(２)
経営の効率化
(P34)

①
コスト縮減の
取り組みの推進

過年度から実施している新たな防錆
塗料の試験塗布の経過観察のほ
か，車両検査周期延伸の試行を継
続して実施しました。また，低コストで
の車両冷房装置搭載について車体
改良に合わせ実施することとしまし
た。

新たな防錆塗料の試験塗布や車両検査周期延伸のための試
行など，コスト縮減の取り組みを進めました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，新たな防錆塗料の試験塗布や車両検査周期延伸のた
めの試行など，コスト縮減の取り組みを進めます。

旅行代理店への営業を行ったほか，車内放送の多言語化の拡
充や利用促進に係るチラシを各戸に配付しました。
また，新たなスマホ型乗車券の販売試行や販売方法の開発な
ど，利用促進に向けた取り組みを進めました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

ＭａａＳ，ＤＸ，コロナ禍における非接触の推奨など，紙媒体を基
礎とした販売方法の見直しの必要があると考えられることから，
今後，この見直しについて検討を進めます。

② 広告料収入の確保

車体広告の割引制度について，新規
契約から廃止することとしました。ま
た，意匠使用を許可し，商品開発に
協力しました。

広告料金について車体広告の割引制度の見直し行ったほか，
意匠許諾を行うなど，収入の確保とイメージアップに向けた取り
組みを進めました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

４
経営基盤
の強化

(１)
収益力の向上
(P33)

① 市電の利用促進

③ 環境負荷の低減
運輸支局と環境部等との連携によ
り，新たにスマートムーブデーの取り
組みを実施しました。

夏休み期間中に小学生以下をター
ゲットにした少人数での貸切企画を
実施しました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，エネルギー効率の良い車両の導入や省エネルギー運
転に努めるほか，スマートムーブデー等の利用転換の促進に
向けた取り組みを進めます。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後は，シンプルカテナリー方式による架線吊架や車体広告デ
ザインガイドラインの見直し等を進めます。

②
人にやさしい
公共交通へ向けた
取り組みの推進

十字街電停改良について関係機関
と協議を完了し，実施に向け詳細検
討を行いました。

安全地帯へのスロープ設置，停留場をバリアフリー対応に改良
したほか，超低床車両を購入するなど，人にやさしい公共交通
へ向けた取り組みを進めました。

新型コロナウイルス感染症による経営状
況を鑑み，2両目の超低床車の購入を令
和3年度から令和4年度に変更したが，
停留場の改良等は，概ね計画どおり実
施できたため。

今後も，安全地帯へのスロープおよび上屋設置へ向けた取り
組みや超低床車の導入を進めます。

３
まちや地
域への貢
献

(１)
地域社会への
貢献
(P32)

①
地域を支える
取り組みの推進

修学旅行シーズンでは貸切や増車
を行いました。また，車体広告のガイ
ドラインの見直しを継続して行いまし
た。

・地域のイベントなどに協力した増車運行を実施したほか，中心
市街地活性化事業により，松風町，千代台の停留場を改良す
るなど地域を支える取り組みを進めました。
・策定から一定期間経過した車体広告のガイドラインの見直し
に着手し，函館の歴史的な景観に配慮した取り組みを進めまし
た。

Ⅱ

エネルギー効率の良い車両を導入したほか，ノーマイカーデー
などの啓発活動を実施するなど，環境負荷の低減に努めまし
た。

ＩＣ定期券導入へ向けて，割引率や期間などの見直しについて
検討を進めました。
また，ＩＣカードデータ利用による定期券の利用実態や電車・バ
ス間の乗り継ぎ実態の調査を実施しました。

Ⅱ

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，利用しやすい料金体系について，引き続き調査研究を
進めます。

⑤
交通機関相互の
連携強化

函館バスと連携し，電車・バス間の
乗り継ぎ調査を実施しました。また，
イベントを開催した場合の運行にお
いて，引き続き連携の確認をました。

函館バスと連携し全国相互利用可能なICAS-nimocaカードを導
入し，乗り継ぎ割引制度を拡充しました。

概ね計画どおりの取り組みを実施したた
め。

今後も，交通機関相互の連携による利便性向上に向けたサー
ビスの提供について，検討を進めます。

２

便利で
快適な輸
送サービ
スの提供

(２)
利便性の向上
(P31)

④
料金体系に
ついての調査研究

ＩＣカードデータを利用し定期券の利
用実態や電車・バス間の乗り継ぎ実
態の調査を実施しました。

写

写

中間評価基準　　　　　　Ⅰ：目標を上回った　　　　Ⅱ：一定の進捗があった　　　　Ⅲ：進捗が遅れた　　　　Ⅳ：進捗が著しく遅れた　　　　－：評価なし 33



基本方針 １
安全で信頼される
公共交通

施策目標 （1） 安全性の向上

主要施策 ① 施設の計画的な改良・更新

基本方針 2
便利で快適な
輸送サービスの提供

施策目標 （1） 快適性の向上

主要施策 ① 車両の更新・改良

基本方針 3 まちや地域への貢献

施策目標 （1） 地域社会への貢献

主要施策 ③ 環境負荷の低減

基本方針 4 経営基盤の強化

施策目標 （1） 収益力の向上

主要施策 ① 市電の利用促進

交通事業経営ビジョン　主要施策の取り組み状況（令和３年度）

【軌道改良工事】

【車体更新（８１０１号車納入）】

【スマートムーブデーの取組】

【夏休み小学生貸切電車】
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基 本 方 針 施策目標
（経営ビジョン該当頁）

主 要 施 策

 １　安全で信頼される公共交通  （１）安全性の向上(P28)  ①施設の計画的な改良・更新

 ②運転技能向上への取り組み推進

 ③安全管理体制の強化

 ④軌道内電車優先運行についての啓発強化

 ２　便利で快適な輸送サービスの提供  （１）快適性の向上(P30)  ①車両の更新・改良

 ②職員の接遇マナーの向上

 （２）利便性の向上(P31)  ①情報発信の強化

 ②ICカードシステムの活用

 ③乗客需要に見合った適切な運行本数の確保

 ④料金体系についての調査研究

 ⑤交通機関相互の連携強化

 ３　まちや地域への貢献  （１）地域社会への貢献(P32)  ①地域を支える取り組みの推進

 ②人にやさしい公共交通へ向けた取り組みの推進

 ③環境負荷の低減

 ４　経営基盤の強化  （１）収益力の向上(P33)  ①市電の利用促進

 ②広告料収入の確保

 （２）経営の効率化(P34)  ①コスト縮減の取り組みの推進

 ②効率的な組織づくり

交通事業経営ビジョンにおける主要施策の中間評価および今後の取り組みに対するご意見

中間評価および今後の取り組みに対するご意見
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